
 

- 1 - 
 

 
2025 年 6 月 30 日 

各 位 

 

会 社 名 アーキテクツ・スタジオ・ジャパン株式会社 

代 表 者 名 代表取締役社長  庵 下  伸 一 郎 

（コード番号：6085 東証グロース） 

問 合 せ 先 執行役員 管理本部長    生 島 始 郎 

        （TEL．06－6363－1256）   

 

上場維持基準の適合に向けた計画に基づく進捗状況について（改善期間入り）及び計画期間の変更

に関するお知らせ 

当社は、2025 年３月 31 日時点において、グロース市場における上場維持基準に適合しない状況となり，

改善期間入りしていることから、上場維持基準への適合に向けた計画の進捗状況について下記のとおり

作成しましたので、お知らせいたします。 

 

記 

１．当社の上場維持基準の適合状況及び計画期間 

当社の 2024年 6月 28日に開示した「上場維持基準の適合に向けた計画について」に記載の通り、2025

年 3 月末日を計画期間として上場維持基準（時価総額基準）への適合について取り組んでまいりました

が 2025 年 3 月末日時点において時価総額基準について引き続き適合しておらず、不適合となりました。

時価総額を充たすために、上場維持基準への適合に向け、３．上場維持基準に適合していない項目（時

価総額基準）に関する課題と取組内容」に記載の各種取組を進めてまいります。 

尚、時価総額基準について、2027 年 2 月 28 日までの改善期間内（当社は 2025 年 5 月 27 日開示の「決

算期（事業年度の末日）の変更及び定款の一部変更に関するお知らせ」のとおり、今期より決算期を3月

31 日から 2 月末とすることについて、同年 6 月 27 日開催の定時株主総会にて承認可決されており、これ

に伴い改善期間が変更されています。）に適合しなかった場合には、東京証券取引所より監理銘柄（確

認中）に指定され、東京証券取引所から適合判定の結果、時価総額基準に適合している状況が確認され

なかった場合には整理銘柄に指定され、当社株式は 2027 年 9 月 1 日に上場廃止となります。 

 

 

 

株主数 流通株式数 流通株式時価総

額 

流通株式比率 時価総額 

当社の状況 
（2024 年 3 月末

時点） 

583 人 11,422 単位 6 億円 38.0％ 13.4 億円 

当社の状況 
（2025 年 3 月末

時点） 

 
1,059 人 26,479 単位 12.9 億円 69.2% 18.7 億円 

上場維持基準 150 人 1,000 単位 5 億円 25.0% 40 億円 

2024 年３月末時

点での適合状況 

 

適合 

 

   適合 

 

適合 

 

   適合 

 

  不適合 

 

計画期間 

   

 － 

    

   － 

 

－ 
    
   － 

2025 年 3 月末

まで 

改善期間     2027 年 2 月末
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まで 

※当社の適合状況は、東京証券取引所が基準日時点で把握している当社の株券等の分布状況等を基に算出を行った

ものです。 

 

２．上場維持基準の適合に向けた取組の基本方針    

 東京証券取引所グロース市場の上場維持基準につき、当社が 2024年 3月末日時点で抵触している

「時価総額基準」に適合するために「時価総額の向上」を基本方針として、上場維持基準適合に向

けた取り組みにつき、注力してまいります。「時価総額」の構成要素は「株式数」と「株価（市場

が評価する企業価値）」であることから、その対策として、当社は資本の充実と業績改善による企

業価値向上に全力をあげて取り組み「株価（市場が評価する企業価値）」の向上と「発行済株式数

の増加」を軸として、上場維持基準への適合を目指してまいります。 

３．時価総額基準に関する課題と取組内容 

 現在、当社は時価総額基準のみグロース市場の上場維持基準に適合しない状況にありますが、当

社グループとしましては、2025 年 3 月末日まで、発行済新株予約権の行使促進につき、新株予約権

者へ積極的に取り組み、一定数の新株予約権行使を実現させました。2025 年 4 月以降も同様の取り

組みを行い、本日時点で発行済新株予約権のすべての行使が完了しております。また、2024 年 3 月

12 日にお知らせした中期経営計画の速やかなる実行に取り組むことで、収益構造改革、財務基盤強

化、組織改編、業容拡大によって企業価値の向上を図ることで上場維持基準へ適合すべく、取り組

んでまいります。 

中期経営計画にて強化する重点事項を当社企業グループの構築として、当社グループの企業力向

上を掲げておりますが、積極的なＭ＆Ａ投資を計画しており、これにより、当社企業価値向上を図

りたいと考えております。 

また、当社企業価値向上のための事業資金調達と借入金等の返済による財務基盤の強化を目的と

して資本増強による「発行済株式数の増加」も視野に入れた時価総額基準への対応を検討してまい

ります。 

 また、ＩＲ活動もこれまでに増して強化することで、当社の知名度の向上を図り、加えて当社の

業績、事業内容を適時にお知らせしていくような取り組みを行い、当社への関心や認知度を向上さ

せてまいります。 

以上 

 


